
入札公告

　次のとおり、事前審査方式一般競争入札に付します。

契約者 　　　　　　　　　　　　　　　　

名古屋高速道路公社　理事長　松井　圭介

[1] 業務名

[2] 業務内容

[3] 業務期間

[4] 入札方式

[5] 予定価格の事前公表

[6] 契約方法

[7]
予定価格

(消費税及び地方消費税抜き)

[8]
調査基準価格及び

失格判断基準の設定有無

[9] 最低制限価格の設定有無

[10] 電子入札システム対象

[11] 電子入札システム選択工種

[12] ＢＩＭ／ＣＩＭの適用

[13] 登録区分

[14] 業種

[15]
事業所の所在地

（本店、支店又は営業所）

[16] 業務実績

[17] 技術者

[18] その他

[19] 競争参加資格の通知

令和8年4月10日

令和9年3月19日（金）まで

入
札
に
付
す
る
事
項

建設コンサルタント

別冊仕様書のとおり

令和8年度建設資材等価格調査業務委託

契約締結日の翌日から

対象

建設コンサルタント

 　最低制限価格とは、予定価格算出の基礎となった次の１）から４）に掲げる額の合計額に当該金額の
消費税及び地方消費税に相当する額を加算した額とします。ただし、その額が予定価格に10分の8.1を乗
じて得た額を超える場合にあっては予定価格に10分の8.1を乗じて得た額とし、予定価格に10分の６を乗
じて得た額に満たない場合にあっては予定価格に10分の６を乗じて得た額とします。
１）直接人件費（直接原価）の額
２）その他原価（間接原価）の額に10分の９を乗じて得た額
３）一般管理費等の額に10分の５を乗じて得た額
４）直接経費の額

価格競争

有

無

金２０，７８０，０００円

総価契約

公表

－

競
争
参
加
資
格

平成28年度以降申込書提出日までに完了した、名古屋高速道路公社又は他機関（国、特殊法人等（注
1）、地方公共団体（注２）、地方公社（注３）、又は公益法人（注４）をいう。）が発注した同種業務
の実績を有すること。
同種業務：資材価格調査業務

（注１）「特殊法人等」とは、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する
　　　　法律施行令第１条に定めるものに加え以下のものをいう。
　　　　・国土交通省所管のその他の国立研究開発法人、独立行政法人
　　　　・国立大学法人法施行令及び同施行規則に定められた各国立大学法人等
（注２）「地方公共団体」とは地方自治法第１条の３に規定するものをいう。
（注３）「地方公社」とは、以下のものをいう。
　　　　・地方道路公社法に基づく「道路公社」
　　　　・公有地の拡大の推進に関する法律に基づき都道府県が設置した
　　　　「土地開発公社」
　　　　・地方住宅供給公社法に基づき都道府県が設立した「住宅供給公社」
（注４） 「公益法人」とは、以下のものをいう。
　　　　・公益法人とは、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律に基づき
　　　　　設立された一般社団法人又は一般財団法人、及び公益社団法人及び
　　　　　公益財団法人の認定等に関する法律に基づき認定を受けた公益社団法人
　　　　　又は公益財団法人。

(1)配置予定管理技術者については、以下に掲げる資格のいずれかを有すること。
①技術士［総合技術監理部門（建設）］
②技術士［建設部門］
③１級土木施工管理技士
④土木学会が認定した上級土木技術者又は１級土木技術者
⑤ＲＣＣＭ

(2) 配置予定管理技術者は、平成28年度以降申請書提出日までに完了した、[16]に示す機関が発注した
同種業務の実績を有すること。なお、業務実績は技術者として従事した実績であれば、従事した際の立
場（発注者又は受注者）は問わない。

愛知県内

道路

令和8年4月30日（木）までに通知します。

① 建設業者との中立・公正が確保されていること。また申請資料提出日から本業務の業務完了までにお
いて、次のｱ及びｲの条件を満たすこと。
ｱ 名古屋高速道路公社と契約中の工事等（下請業者を含む）に参加している者と資本面・人事面で関係
があるものでないこと。
ｲ 名古屋高速道路公社と契約中の工事等（下請業者を含む）の担当技術者の出向・派遣元と資本面・人
事面で関係があるものでないこと。
※「契約中の工事等（下請業者を含む）」とは、別紙の「契約中一覧」による。
② 業務実施体制に関しては、仕様書に示す主たる部分を再委託するものでないこと。



[20] 担当部課

[22] 設計図書の入手方法等

令和8年4月10日（金） 午前10時00分から

令和8年5月18日（月） 午後4時00分まで

令和8年4月10日（金） 午前10時00分から

令和8年4月20日（月） 午後4時00分まで

令和8年4月10日（金） 午前10時00分から

令和8年5月11日（月） 午後4時00分まで

令和8年5月13日（水） 午前10時00分から

令和8年5月18日（月） 午後4時00分まで

令和8年5月15日（金） 午前10時00分から

令和8年5月18日（月） 午後4時00分まで

[28] 入札回数

[29] 開札日時 令和8年5月19日（火） 午後1時30分（予定）

[30] 開札場所

[31] 入札保証金

[32] 契約保証金

[33] 前払金

[34] 部分払

[35] 契約書作成の要否

電子入札システム内の入札情報サービスよりダウンロードしてください。
URL https://www.chotatsu.e-aichi.jp/portal/index.jsp

[23] 設計図書の掲載期間

〒460-0008 名古屋市中区栄一丁目８番１６号
名古屋高速道路公社 総務部総務課（契約・財産管理担当）
電話０５２－２２２－８４１７

[21]
技術資料に関する

問い合わせ先

〒460-0008 名古屋市中区栄一丁目８番１６号

名古屋高速道路公社　技術部　技術管理課（技術基準・積算基準・検査担当）
電話０５２－２２２－８４０６

入
札
手
続
き
等

[25] 質問書の提出期間

[26] 回答書の掲載期間

[24] 申請書等の提出期間

１回

名古屋市中区栄一丁目８番１６号
名古屋高速道路公社 本社 ４階 会議室

免除

[27]
入札書及び委託費内訳書の

提出期間

留意事項[36]

そ
の
他

免除

契約金額の１０分の ３以内

無

要

審査に必要な書類は、次項以降の内容を確認したうえで十分留意して提出してください。

















契約中一覧（令和8年4月10日時点）
別紙

No. 発注年度 発注件名 契約の相手方

1 2022 令和4年度高速都心環状線橋梁修繕工事(明道工区) 株式会社飯味塗装工業所

2 2022 令和4年度高速都心環状線橋梁修繕工事(本町工区) 株式会社イヤマトータルブリッジサポート

3 2023 令和5年度高速11号小牧線橋梁補修工事(外堀工区) 株式会社淺沼組 名古屋支店

4 2023 令和５年度高速２号東山線他防災放送中央設備更新工事 日本無線株式会社 中部支社

5 2023 令和5年度高速11号小牧線橋梁補修工事(会所工区) 昭和土木株式会社

6 2023 令和5年度高速11号小牧線橋梁補修工事（豊山南工区） 中日建設株式会社

7 2023 市道高速1号他新洲崎工区改築事業（工事）
大林・大豊・矢作・川田・ＭＭＢ・宮地・瀧上・駒ハルＪＶ 名古屋
支店

8 2024 令和6年度高速2号東山線橋梁修繕工事(六反工区) 中日建設株式会社

9 2024 令和6年度高速1号楠線他橋梁修繕工事(大我麻工区) ショーボンド建設株式会社 名古屋営業所

10 2024 令和6年度高速3号大高線他変電塔設備更新工事（星崎他5変電塔) 株式会社東芝 中部支社

11 2024 令和6年度高速3号大高線他道路照明設備更新工事 ＮＤＳ株式会社

12 2024 令和6年度高速6号清須線他遮音壁補修工事 蔦井株式会社

13 2024 令和6年度高速3号大高線他光通信多重設備更新工事 富士通株式会社 東海事業所

14 2024 令和6年度高速6号清須線他車両感知器設備更新工事
パナソニックコネクト株式会社 現場ソリューションカンパニー 中
日本社

15 2024 令和6年度高速2号東山線橋梁修繕工事(千代田五丁目工区) 矢作建設工業株式会社

16 2024 令和6年度高速11号小牧線小牧事務所等補修工事 株式会社木津工務店

17 2024 令和６年度トンネル防災中央設備更新工事 株式会社東芝 中部支社

18 2024 令和6年度高速11号小牧線他渋滞末尾表示設備更新工事 名古屋電機工業株式会社 中部支社

19 2025 令和7年度高速16号一宮線他標識柱新設等工事 株式会社東亜製作所

20 2025 令和7年度交通管制中央設備更新工事
パナソニックコネクト株式会社 現場ソリューションカンパニー 中
日本社

21 2025 令和7年度道路情報板中央設備等更新工事 名古屋電機工業株式会社 中部支社

22 2025 令和7年度ETC2.0中央設備更新工事 沖電気工業株式会社 中部支社

23 2025 令和7年度高速3号大高線伸縮装置修繕工事 昭和土木株式会社

24 2025 令和7年度高速3号大高線電線路等更新工事 大岳電気工業株式会社

25 2025 高速3号大高線他土木維持補修工事（令和8～10年度） 蔦井株式会社

26 2025 高速2号東山線他土木維持補修工事(令和8～10年度) スバル興業株式会社 名古屋支店

27 2025 令和７年度交通流監視テレビ中央設備更新工事 株式会社国際電気 中部支店

28 2025 令和7年度高速5号万場線千音寺基地等補修工事 日起建設株式会社

29 2025 市道高速1号他栄工区改築事業（工事）
IHI・横川・JEF・日射・日ファブ・大林・前田・矢作市道高速1号他
栄工区改築事業異工種共同企業体



別記様式１ 

 

競争参加資格審査申請書 
 

 

令和  年  月  日 

 

   名古屋高速道路公社 

    理事長  松井 圭介 様                 

 

                    住    所 

                    商号又は名称 

                    代 表 者 名              

 

 

 

  令和８年４月１０日付けで入札公告のありました令和８年度建設資材等価格調査業務委

託に係る一般競争参加資格について審査されたく、下記の書類を添えて申請し

ます。 

なお、契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者でないこと、並

びに添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。 

 

記 

 

１．入札公告２．（６）に示す入札参加希望者の業務拠点の所在地について（別記様式２）※ 

２．入札公告２．（８）に示す入札参加希望者の同種業務の実績（別記様式３） 

３．入札公告２．（９）、２．（１２）に示す配置予定管理技術者の経歴等 

（別記様式４） 

４．入札公告２．（１０）に示す配置予定管理技術者の同種業務の実績等 

（別記様式５） 

５．入札公告２．（１０）①に示す「TECRIS 業務カルテ受領書又は契約書の写し」 

「配置予定管理技術者の業務実績（従事内容が分かるもの）の写し」、「配置予定

管理技術者の資格証明書等写し」及び入札公告２．（１１）に示す「配置予定の管

理技術者が入札参加者と雇用関係があることが判断できる書類」を添付。 

 ６．資本関係又は人的関係に関する申告書（別記様式６） 

 

 

 

 
 担当者の所属、氏名 

 

連絡先（TEL） 

 

※ 競争参加資格[15]が「要件なし」の場合は提出する必要はありません。 



別記様式２  

入札参加希望者の業務拠点の所在地について 

 

業務名 ：令和８年度建設資材等価格調査業務委託 

会社名 ： 

 

業務拠点の所在地 

（本店、支店又は営業所等） 

 

 

 

 

 

 



別記様式３ 

入札参加希望者の同種業務の実績 

 

業務名：令和８年度建設資材等価格調査業務委託 

会社名： 

      

 

業 務 名    

 

 

 

TECRIS の登録番号 

    

 

 

契 約 金 額 

 

 

 

履 行 期 間 

    

 

  年  月  日 ～     年  月  日 

 

発注機関名 

住所 

TEL 

 

 

業務の概要 

 

 
（注）1.業務の概要については、同種業務が確認できる内容を具体的に記載してください。 
（注）2.TECRIS 業務カルテ受領書を添付してください。TECRIS に登録していない場合は業

務の実績を確認できる契約書の写し等を添付してください。



 

別記様式４ 

配置予定管理技術者の経歴等 

 

業務名：令和８年度建設資材等価格調査業務委託 

会社名： 

      

①氏名
ふりがな

 

 

②生年月日・年齢 

                      才 

③所属・役職 

                   

④資格等（注１） 

（資格名、登録番号、取得年月日） 

⑤手持業務の状況（令和８年４月２０日現在）、契約金額 500 万円以上 

業務名（TECRIS 登録番号） 発注機関 履行期間 契約金額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

（注）１．競争参加資格[17]に示す資格等が確認できる書面の写しを添付してください。 

（注）２．配置予定の管理技術者が入札参加者と雇用関係があることが判断できる書類を添

付してください。 

 

 



別記様式５ 

配置予定管理技術者の同種業務の実績 

業務名：令和８年度建設資材等価格調査業務委託 

会社名： 

      

①業務名 

 

 

 

②TECRIS 登録番号 

 

 

 

③履行期間 

 

 

 

④発注機関名 

住所 

TEL 

 

⑤業務地域 

 （公社、都道府県） 

 

⑥受注会社名等  

⑦業務の概要等  

⑧業務の技術的特徴  

⑨当該技術者の業務

担当の内容 

 

 
（注）１．業務の概要等については業務概要、又は従事経験内容を具体的に記載してください。 
（注）２．TECRIS 業務カルテ受領書を添付してください。TECRIS に登録してない場合は契約書

の写し等を添付してください。この場合、配置予定管理技術者が当該業務に従事し
たことがわかる書類の写し（業務計画書等）を添付してください。 



別記様式６ 

資本関係または人的関係に関する申告書 

業務名：令和８年度建設資材等価格調査業務委託 

会社名： 

 

資本関係又は人的関係のある者について、次のとおり申告します。 

 

１．資本関係のある者について 

① 自社にとって親会社等（会社法第２条第４号の２の規定によるもの。以下同じ）の関係に

あたる者 

商号又は名称
フ リ ガ ナ

 建設業許可番号 所在地 備考 

    

 

② 自社にとって子会社等（会社法第２条第３号の２の規定によるもの。以下同じ）の関係

にあたる者 

商号又は名称
フ リ ガ ナ

 建設業許可番号 所在地 備考 

    

 

③ 親会社等を同じくする子会社等同士の関係にあたる者 

商号又は名称
フ リ ガ ナ

 建設業許可番号 所在地 備考 

    

 

２．人的関係のある者について 【役員の兼任に関する事項】 

役職名 氏名
フリガナ

 

兼任先の 

商号又は名称
フ リ ガ ナ

 

兼任先の 

建設業許可番号 

兼任先での

役職 
備考 

      

 
＜記載上の注意＞ 
※１ 申請資料提出日から本業務の業務完了までにおいて、自社と資本又は人的関係がある者に

ついて記載すること。 
※２ 親会社等は全ての業種を記載の対象とし、持株会社等（個人を含む）についても記載する

こと。子会社等は名古屋高速道路公社が発注する建設工事又は設計、測量、建設コンサル
タント等業務の入札参加資格を有する者（入札参加資格審査を申請する者）について記載
すること。 

※３ 役員の兼任に関する事項は名古屋高速道路公社が発注する建設工事又は設計、測量、建設
コンサルタント等業務の入札参加資格を有する者（入札参加資格審査を申請する者）につ
いて記載すること。役職名には、代表取締役、取締役、執行役、業務執行社員、理事、管
財人など該当する役職を記載すること。 

 
 



別記様式７ （紙入札用） 

 

競争参加資格審査結果通知書 
 

 

                              令和  年  月  日 

 

 

              様 

 

 

 

                              名古屋高速道路公社 

                               理事長  松井 圭介 

 

 

先に申請のあった令和８年度建設資材等価格調査業務委託に係る競争参加資格

審査の結果について、下記のとおり通知します。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

入札公告日 令和８年４月１０日  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業 務 名 令和８年度建設資材等価格調査業務委託 

競争参加 

資格の有無 

    有 

    無 

競争参加資格がない

と認めた理由 

 

 

競争参加資格がないと通知された方は、当公社に対して競争参加資格がないと認めた

理由について説明を求めることができます。この説明を求める場合は、令和８年５月１

４日までに総務部総務課へその旨を記載した書面を提出してください。 



 （別添資料）提出書類作成に当たっての注意事項 

 

 
 
※上記書類により、同種業務や技術者についての要件を確認できない場合は、その他にそれぞれの要

件を確認できる書類を添付してください。 

 

１ 電子入札の場合 

(1) 全ての書類を電子ファイルに変換し、上記の番号順に 1 つのファイルにまとめたうえで競争参

加資格確認申請時に添付してください。 

(2) ファイル名は「発注案件名、会社名」とし、下記の例のようにしてください。 

（例）「令和８年度建設資材等価格調査業務委託 △△会社」.pdf(zip 等) 

(3) 電子ファイルの容量が１メガバイトを超える場合は、競争参加資格審査申請書のみを電子入札 

システムにより送信し、申請資料一式をメールにて送信してください。ただし、電子入札シス

テムからの申請とメールの送信は同日に行ってください。 

  メールアドレス：Nex.Denshitouroku@nagoya-expressway.or.jp 

 

２ 紙入札による場合 

(1) 提出書類は上記の順にＡ４判のフラットファイルへ綴ってインデックスをつけてください。な

お、フラットファイルの背表紙に「業務名」及び「会社名」を記載してください。 

(2) 原本がＢサイズのものについては、縮小・拡大のいずれかにより、出来上がりサイズをＡ４に

揃えてください。 

(3) 提出部数は正１部、副１部とします。 

(4) 返信用封筒として、表に申請者の住所・氏名を記載し、簡易書留料金分を加えた料金(460 円)

の切手を貼った長３号封筒を申請書と合わせて提出してください。 

 

番号 種類 様式 

① ・競争参加資格審査申請書 別記様式1 

② ・入札参加希望者の業務拠点の所在地について  別記様式2 

③ ・入札参加希望者の同種業務の実績 別記様式3 

④ 
・③に記載した同種業務のTECRIS業務カルテ受領書 

又は契約書の写し等 
― 

⑤ ・配置予定管理技術者の経歴等 別記様式4 

⑥ 

・⑤に記載した配置予定の管理技術者の資格に係る資格証明

書等の写し 

・⑤に記載した配置予定の管理技術者が入札参加者と雇用関

係があることが判断できる書面 

― 

⑦ ・配置予定管理技術者の同種業務の実績 別記様式5 

⑧ 

・⑦に記載した配置予定管理技術者が従事した同種業務の 

TECRIS業務カルテ受領書又は契約書の写し 

・⑦に記載した配置予定管理技術者が当該業務に従事したこ

とが判断できる書類（業務計画書等）（契約書の写し等を

添付した場合のみ） 

 

⑨ ・資本関係または人的関係に関する申告書 別記様式6 

⑨ 
⑧ 

⑦ 
 ⑥ 

 ⑤ 
④ 

③ 
 ② 

 ① 



現 場 説 明 書 （業 務） 

 

１．業 務 名   令和８年度建設資材等価格調査業務委託 

 

２．期 間  契約締結日の翌日から令和９年３月１９日まで 

 

３．入 札 年 月 日  入札公告のとおり 

 

４．入 札 場 所   入札公告のとおり 

 

５．調査基準価格   （無） 

 

６．最低制限価格   （有） 

 

７．前 払 金  （有） １０分の３以内 

 

８．部 分 払 金   （無）  



説   明   事   項 
 

１ 入札上の注意 

（１） 入札その他の取扱いは、名古屋高速道路公社一般（指名）競争入札心得及び名古屋

高速道路公社電子入札要領によるものとする。 

（２） 入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年

法律第５４号）等に抵触する行為を行ってはならない。 

（３） 入札金額は、設計図書（別冊の図面、仕様書、金額を記載しない設計書、現場説明

書及び現場説明に対する質問回答書をいう。以下同じ。）により積算すること。 

（４） 説明事項及び特記仕様書は、共通仕様書に優先するものであるから、同一事項につ

いて二様に示されているときは、説明事項及び特記仕様書によるものとする。 

（５） 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の消費税及び地方消費

税に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端

数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地

方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約

希望金額から消費税及び地方消費税を除いた額を入札書に記載すること。 

（６） 説明の際渡された設計図書は、入札の日に持参し、返却するものとする。 

 

２ 契約上の注意 

（１） 落札者は、直ちに消費税法及び地方税法に基づく課税事業者であるか免税事業者で

あるかの旨を届け出るものとする。 

（２） 契約は、落札決定の日から７日以内に締結するものとし、契約締結の効力は、当該

契約について契約書に名古屋高速道路公社及び落札者が記名押印した時に確定する。 

（３） 受注者は、契約締結後７日以内に着手届（様式第１）、管理技術者等届（様式第２）、

技術者名簿（様式第３）及び工程表（様式第４）を提出するものとする。 

 

３ 代金の支払等 

（１） 前払金（【７．前払金】が（有）の場合に適用する。） 

前払金は、契約締結後、公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和 27 年法律

第 184 号）第 2 条第 4 項に規定する保証事業会社の保証証書を寄託した場合には、業

務委託料の【７．前払金】の額を前払金請求書（様式第５）により請求することがで

きる。 

なお、業務中止を命じた場合には前払金を返還させることがある。 

（２） 部分払金（【８．部分払金】が（有）の場合に適用する。） 

部分払金は、業務期間中【８．部分払金】の回数以内で、出来高に応じその 10 分の

９以内の額を既済部分代金請求書（様式第６）により請求することができる。この場合

においては、あらかじめ既済部分検査申請書（様式第７）を提出しなければならない。 

なお、前払金の支払を受けているときは、出来高に応じ前払金の一部を部分払金から

減額する。 

（３） 業務が完了したときは、完了届（様式第８）を提出するものとする。また、検査に   

合格したときは、目的物引渡書（様式第９）を提出するものとする。 

完了代金は、完了代金請求書（様式第１０）により請求するものとする。 



 

４ 様式の提出部数 

様式 
番号 

様式名 
提出部数 

正 副（写し） 
１ 着手届 １ １ 

２ 管理技術者等届 １ １ 

３ 技術者名簿 １ １ 

４ 工程表 １ １ 

５ 前払金請求書 １ １ 

８ 完了届 １ １ 

９ 目的物引渡書 １ １ 

１０ 完了代金請求書 １ １ 
   （注） 提出先は、監督員とする。 

   
 



様式第１ 
年  月  日  

 
  名古屋高速道路公社 
   理事長      様 
 

住 所 
受注者 

氏 名       
 
 

着      手      届 
 

１ 業 務 名 

２ 契約年月日      年  月  日 

３ 契 約 金 額       金         円 

４ 完 了 期 限           年  月  日 

 上記業務は、    年  月  日着手しましたので届出ます。 

 

 

 

 

 

 

 （備考） 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

 



様式第２ 

年  月  日  
 

  名古屋高速道路公社 
   理事長      様 
 

住 所 
受注者 

氏 名         
 
 

管 理 技 術 者 等 届                
 

１ 業 務 名 

２ 着手年月日     年  月  日 

３ 完 了 期 限          年  月  日 

４ 氏   名  管理技術者（経歴書添付） 
         照査技術者（経歴書添付） 

 上記の者を選任しましたので届出ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （備考） 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
 



様式第３ 

年  月  日  
 

  名古屋高速道路公社 
   理事長      様 
 

住 所        
受注者       

氏 名           
 
 

技   術   者   名   簿 
 

氏      名 年

齢 
学  

歴 
資格（部門） 最近の主な業務経歴 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 
 

 （備考） 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
 



様式第４ 

年  月  日  
 

  名古屋高速道路公社 
   理事長      様 
 

住 所      
受注者      

氏 名           
 
 

工 程 表 の 提 出 に つ い て                
 
 下記業務の工程表を別紙のとおり提出します。 
 

記 
 

１ 業 務 名 

２ 契約年月日      年  月  日 

３ 契 約 金 額       金         円 

４ 期   間      年  月  日から 
             年  月  日まで 

 

 

 
 

 （備考） 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

 



（別紙） 

工      程      表 

年 月 日 

種 別 数 量 

年   月 月  

10   20 10   20 10 

          

 



様式第５ 

 

前 払 金 請 求 書                
 

金           円也 

（ ％対象         円）  
（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額          円） 

 
ただし、（業務名）                    前払金 
上記のとおり請求します。 

年  月  日  
 
 名古屋高速道路公社 様 
 
 

住 所 
                    受注者 

    氏 名               
 

登録番号 
 
 

１ 契 約 金 額  金             円 

 

２ 契 約 年 月 日          年  月  日 
 

（前払金保証証書添付） 

 
 

指定振込銀行 預 金 種 別 口 座 番 号 口 座 名 義 人 

銀行 
支店 

別口普通預金 
 

 
（フリガナ） 
 

 
（備考） １ 振込口座は、前払金専用の「別口普通預金口座」を記入すること。 
     ２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 



様式第８ 

年  月  日  
 

  名古屋高速道路公社 
   理事長      様 
 

住 所          
受注者          

氏 名          
 
 

完      了      届 
 

１ 業 務 名 

２ 契約年月日 

３ 契 約 金 額       金         円 

４ 完 了 期 限           年  月  日 

 上記業務は、    年  月  日完了しましたので届出ます。 

 

 

 

 

 

 

 （備考） 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 

 



様式第９ 

    年  月  日  
 

  名古屋高速道路公社 
   理事長      様 
 

住 所           
受注者           

氏 名          
 
 

目 的 物 引 渡 書                
 
業 務 名 
 
 上記業務は、    年  月  日完了検査に合格しましたので引き渡します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （備考） 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 
 



様式第１０ 

 

完 了 代 金 請 求 書                
 

金           円也 
（ ％対象         円）  

（うち取引に係る消費税及び地方消費税の額          円） 
 
 
 ただし、 年 月 日検査に合格した（業務名）            完了代金

を上記のとおり請求します。 
 

年  月  日  
 
 名古屋高速道路公社 様 
 
 

住 所           
受注者           

氏 名          
 
                          登録番号 
 
 

１ 契 約 金 額             金            円 
 

２ 契 約 年 月 日           年  月  日 
 
 
 
 

指定振込銀行 預 金 種 別 口 座 番 号 口 座 名 義 人 

銀行 

支店 

預金 

 
 

（フリガナ） 

 

 
 （備考） 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 




